
電話

（第 6 章）

（第 3 節）

（第　 4

地域商店街活性化事業事務事業名

直接事業費

【事業費の推移】

人 　件 　費
（概算）

区　　　　分

4回

4回

4,000円

指　　　　　標　　　　　値

210人 218人

１５年度（決算）

220人

１７年度（目標）

・行政機関及び商工会等との連絡調整
・研修会、講習会の開催
・地域の環境美化
・各種イベント等の開催及び協力

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③

　総　事　業　費 ①＋④

１６年度（予算） １７年度（予定）

4回

4回

4,000円

3回

4回

3回

4,300円

4回

4回

4回

4回

指　　　標(算式）
１４年度 １５年度 １６年度（目標）

（代替指標）

4回

成果指標
イベント開催数

研修会開催数
（目的の達成
度を測るもの
さし）

会員1人当り補助金

（主要活動単
位当たりコスト）

指　　　標

活動指標

（事務事業の
活動量や実
績）

研修会開催数

イベント開催数

効率指標

地方債

１5
年
度

まで

その他特財

２　実　施　（ドゥ）

国支出金

道支出金

（単位：千円）

１４年度（決算）

４地区の商店街振興会に加入する商工業者等
・北広島中央商店街振興会・大曲輪厚商店街振興会・北広島団地商店街振興会・西の里地区商店街振興会

各地区の商業者が連携して、地域の特性を生かしながら商店街の賑わいと活性化を図
る各種の事業に対して助成

会員数

一般財源

①合　計

②人　数（年間）

　平成１6年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市別紙３

H3

整理番号 27-15 作成部署 経済部商業労働課 内線858

課長職名

商業団体の育成

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

同上

施策）

章 力強い産業活動が展開されるまち

16
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

1,353

450

1,322

0.05

9,000

0.05

9,000

450

880

903 872 880

872903

0.05

9,000

450

1,330

野呂　一司 作成日 平成１６年6月事務区分 部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 池上　俊廣

根拠法令等
　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

１　計　画　（プラン）

各地区に設置されている商店街振興会が実施する地域の賑わいを創出する各種事業を支援し、商店
街の活性化を図ることを目的に事業を開始した。

事務事業開始の
きっかけ（導入当
初の目的等）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　　意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

商業



□十分効率的

事務事業を取り巻く
社会環境の変化や
今後の予測・他市
町村の動向等

地域住民に「ゆとり」「賑わい」「ふれあい」などをもたらすイベント等には管内他市においても助成金を
交付しているのが現状である。

項　　目

目的の妥当性

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

【手法は効率
的ですか。コ
スト節減の方
法はありませ
んか】

行政関与の妥当性 ■適切

□やや非効率

【受益者負担の適正化の
余地はありませんか】

■適切

【社会経済情勢や市民
ニーズの変化などから、
設定した対象や意図は妥
当ですか】

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

効率性の評価

■概ね効率的

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

【現在の手段は適切です
か。もっと効率的で有効
な手法はありませんか】

項　　目 判　定
【妥当性の評価と改善の方法等】

整理番号 27-15

有効性の評価

【意図した成
果は上がって
いますか】

今後の方向性や改善方法など

□かなり非効率

４　総合判定と今後の方向性

判　　定

□見直しの上で継続する

□統合する(検討含む）

【２次評価】

【有効性と効率性の評価と改善の方法】

　判　　　　定

□あまり成果が上がっていない

□成果が上がっていない

□十分成果が上がっている

■概ね成果が上がっている

【市が実施すべき事務事
業ですか。市民・企業等
での実施可能性はありま
せんか】

□廃止・休止する(検討含む）

□縮小する(検討含む）

□廃止・休止する(検討含む）

□終了

　判　　　　定

□見直しの上で継続する

■Ａ 　　　 □B    　　□C

※部局で所管するすべての事務事業の中で、この事務事業の位置づけはどの程度ですか

手段の妥当性

□拡大・重点化する

■現状のまま継続する

【１次評価】

景気が低迷する中で自己財源である
会費を上げることは加入している小売
業者には負担をかけることとなる。

【事務事業担当部局内優先度】

事務事業担当部局
の総合判定

【上記３の評価と改
善を踏まえ、今後の
方向性についての総
合判定と改善方法等
を記入】

□拡大・重点化する

■現状のまま継続する

今後の方向性等

消費者や地域住民から指示される身近な商店街は必要であること
から、商店街活性化を図るために事業は今後も継続する必要があ
る。

□統合する(検討含む）

□縮小する(検討含む）

□終了

大型店の進出や消費の低迷などによって商店街を取り巻く環境は
厳しい状況が続いている中で商店街も消費者・地域住民から支持
を得られる商店街づくりを展開しなければならない。商業者の自主
自助を促し商店街の活性化を図るために今後も継続していく必要が
ある。

受益者負担の妥当性

行財政構造改革推
進本部の総合判定

３　評　価　（チェック）と改善（アクション）

■適切

■適切

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

□該当しない

各地域の核となる商店街が活性化さ
れることで地域の賑わいを創出するこ
とは必要である。

判定の説明や課題 改善の方法

判定の説明や課題 改善の方法

高齢化が進行する中での身近な地域
商店街の果たす役割がますます重要
になってくる。

商店街振興会が自主財源を確保して
各種イベント等を実施することは難し
く、行政として地域の活性化を図るた
め事業費を助成することは妥当と判断
する。

各商店街では会員の研修事業や環境
美化、イベントを実施するなどして商店
街の活性化が推進されている。

行政としてもますます高齢化が進展す
る中で身近な地域商店街が活性化す
ることは重要な課題であると考える。



補助・交付金の算出根拠 定額補助（H16年度　会員1人当り4,000円）

％ 13 ％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

16 ％ 13

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ） 2,629 3,117 3,000

補助・交付金の対象経費（項目） 事業費 事業費 事業費

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

11 ％ 10 ％ 9 ％

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 189 393

　　　　支　出　合　計（Ｃ） 3,715 4,111 4,440

事務費 212 237 250

その他（　予備費　　）　 90 51 197

研修費 527 425 700

会議費 176 200 200

負担金 81 81 93

支　　出

事業費 2,629 3,117 3,000

旅費

　　　　収　入　合　計（Ｂ） 3,904 4,504 4,440

200

繰越金 1 189 393

1,203

諸収入 1,815 2,438 2,240

404

連合会助成金 200 200 0

収　　入

本市補助・交付金の額 （Ａ） 413 404

会費 1,278 1,147

その他（　研修負担金　）　 197 126

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 14年度（決算） 15年度（決算） 16年度（予算）

補助金等の充当
状況（15年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

交付先団体等の
活動内容

・消費者との融和・調和を図る各種行事への参画
・地域内の環境整備、美化の推進及びリサイクルの推進
・会員の資質向上を図る各種研修会の開催
商店街活性化の勉強会の実施

事務局の状況（15
年度）

■補助団体にある □市役所にある

構成員（団体）数 １０１名 （１６年３月末現在）

交付先団体等の
活動目的

地域内の商業、工業の発展と会員相互の親睦と調和を図り、地域の発展に寄与することを
目的とする。

補助金･交付金名 地域商店街活性化事業補助金

交付先の名称及
び代表者名

北広島中央商店街振興会
会長　鈴木　陽一

設立年 S50

整理番号 27-15

【交付先団体等の概要】

別紙５ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　



補助・交付金の算出根拠 定額補助（H16年度　会員1人当り4,000円）

％ 11 ％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

10 ％ 13

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ） 1,744 1,398 1,463

補助・交付金の対象経費（項目） 事業費 事業費 事業費

全体支出に対する本市補助・交付金の割
合(A)÷(Ｃ)

7 ％ 11 ％ 8 ％

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 306 317

　　　　支　出　合　計（Ｃ） 2,331 1,643 2,229

その他（　予備費　　）　 42 266

事務通信費 203 42 250

会議費 224 140 150

50

負担金 68 53 50

支　　出

事業費 1,744 1,398 1,463

研究費 50 10

　　　　収　入　合　計（Ｂ） 2,637 1,960 2,229

0

繰越金 25 306 317

624

諸収入 1,207 212 1,120

168

連合会助成金 200 200

収　　入

本市補助・交付金の額 （Ａ） 172 176

会費 824 706

その他（　研修負担金　）　 209 360

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 14年度（決算） 15年度（決算） 16年度（予算）

補助金等の充当
状況（15年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

交付先団体等の
活動内容

・夏祭りほかイベントの開催
・会員事業の宣伝、従業員の育成
・各種研修会、講習会の開催
・道内外の視察研修の実施

事務局の状況
（15年度）

■補助団体にある □市役所にある

構成員（団体）数 ４２名 （１６年３月末現在）

交付先団体等の
活動目的

会員相互の親睦と地域商業の発展に寄与することを目的とする。

補助金･交付金名 地域商店街活性化事業補助金

交付先の名称及
び代表者名

北広島団地商店街振興会
会長　住田　　優

設立年 S56

整理番号 27-15

【交付先団体等の概要】

別紙５ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　



補助・交付金の算出根拠 定額補助（H16年度　会員1人当り　4,000円）

％ 29 ％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

31 ％ 27

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ） 816 834 780

補助・交付金の対象経費（項目） 事業費 事業費 事業費

全体支出に対する本市補助・交付金の割
合(A)÷(Ｃ)

20 ％ 17 ％ 22 ％

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 140 111

　　　　支　出　合　計（Ｃ） 1,239 1,353 1,017

その他（　予備費　　）　 141 258 87

会議費 182 168 130

20

負担金 73 72 0
支　　出

研修費（講習会,研究会,視察） 816 834 780

事務費 27 21

　　　　収　入　合　計（Ｂ） 1,379 1,464 1,017

150

繰越金 40 140 111

432

諸収入 305 308 96

228

連合会助成金 200 200 0

収　　入

本市補助・交付金の額 （Ａ） 249 224

会費 414 422

その他（　研修負担金　）　 171 170

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 14年度（決算） 15年度（決算） 16年度（予算）

補助金等の充当
状況（15年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

交付先団体等の
活動内容

・商店街地区の環境整備
・地域主催行事への協力及び独自イベントの開催
・販売経営に関する研修等
・会員の資質向上を図る研修会、講習会の開催

事務局の状況
（15年度）

■補助団体にある □市役所にある

構成員（団体）数 ５７名 （１６年３月末現在）

交付先団体等の
活動目的

商業、サービス業の発展と会員相互の親睦を図り、地域の発展に寄与することを目的とす
る。

補助金･交付金名 地域商店街活性化事業補助金

交付先の名称及
び代表者名

大曲輪厚商店街振興会
会長　国田　恒吉

設立年 S54

整理番号 27-15

【交付先団体等の概要】

別紙５ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　



補助・交付金の算出根拠 定額補助（H16年度　会員1人当り　4,000円）

％ 9 ％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

9 ％ 11

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ） 782 609 800

補助・交付金の対象経費（項目） 事業費 事業費 事業費

全体支出に対する本市補助・交付金の割
合(A)÷(Ｃ)

7 ％ 8 ％ 7 ％

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 82 96

その他（　予備費　　）　 27 59 54

　　　　支　出　合　計（Ｃ） 1,022 859 1,044

事務費 31 38 35

会議費 159 126 130

15

負担金 13 10 10

支　　出

事業費 782 609 800

旅費 10 17

　　　　収　入　合　計（Ｂ） 1,104 955 1,044

200

繰越金 30 82 96

180

諸収入 545 496

72

連合会助成金 200 200

収　　入

本市補助・交付金の額 （Ａ） 69 68

会費 160 180

その他（　研修負担金　）　 100 425

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 14年度（決算） 15年度（決算） 16年度（予算）

補助金等の充当
状況（15年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

交付先団体等の
活動内容

・地域のイベントへの参加
・会員の資質向上を図る各種研修会の開催

事務局の状況
（15年度）

■補助団体にある □市役所にある

構成員（団体）数 １８名 （１６年３月末現在）

交付先団体等の
活動目的

会員相互の親睦を図ると共に地域商業の活性化と地域の発展に寄与することを目的とする。

補 助 金 ･ 交 付 金
名

地域商店街活性化事業補助金

交付先の名称及
び代表者名

西の里地区商店街振興会
会長　中野　昭雄

設立年 S53

整理番号 27-15

【交付先団体等の概要】

別紙５ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　




